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                                                               新 監 第 ２ ５ 号  

令和５年５月３１日  

 

                               様  

 

 

                      新居浜市監査委員 鴻 上 浩 宣 

                      新居浜市監査委員 杉 本 茂 利 

                      新居浜市監査委員 伊 藤 優 子 

 

 

定期監査の結果について（提出） 

 

地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項の規定に基づき、令和５年１月６日から同年

２月１７日までの間、新居浜市監査基準に準拠して実施した定期監査について、同条第９項に規

定する監査結果に関する報告並びに同条第１４項に規定する措置状況を、次のとおり提出（公表）

します。 

 

１ 監査の対象及び期間 

令和３年度に実施した事務事業全般の歳入歳出予算の執行及び関連ある事項について、次の 

とおりの監査期間をもって監査を実施した。 

 

２ 監査を実施した監査委員    

鴻 上 浩 宣・杉 本 茂 利・仙 波 憲 一 

仙 波 憲 一  令和５年５月 １日付け退任 

伊 藤 優 子  令和５年５月１５日付け就任 

 

３ 監査等の着眼点 

   財務及び事務事業の執行等が法令等に基づき正確に処理されているか、効率的かつ効果的（最

少の経費で最大の効果）に行われているかを主眼として実施した。 

 

４ 監査の実施内容 

関係資料の提出を求め、関係職員から説明を聴取するとともに、前年度の指摘事項等が適正 

に改善されているかに留意して監査を実施した。 

 

５ 監査の結果 

令和３年度に実施した事務事業の執行については、おおむね適正に処理されているものと認

められたが、事務執行の一部において指摘事項が見受けられた。今後においても、更に適正か

つ無駄のないコスト意識を持って、効率的な行財政執行に努め、住民福祉の増進のため努力を

されたい。 

なお、各部局の主な事務事業、指摘事項及び指摘事項の回答は、次のとおりである。 

     監査対象部局           監査期間 

経済部 令和５年１月 ６日から同年１月２７日まで 

総務部・出納室 令和５年１月２７日から同年２月１７日まで 
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１ 経済部の主な事務事業 

 

（１）産業振興課 

  ア 商業及び工業等の振興に関すること。 

  イ 企業に対する融資及びあっせんに関すること。 

  ウ 商業振興施設に関すること。 

  エ 発明、特許及び考案に関すること。 

  オ 企業用地の造成及び企業誘致に関すること。 

  カ 労働雇用に関すること。 

  キ 勤労者福祉に関すること。 

 

（２）観光物産課 

ア 観光資源の調査及び開発に関すること。 

イ 観光施設の整備及び管理に関すること。 

  ウ 観光物産情報の発信に関すること。 

  エ 鉱泉管理及び給湯に関すること。 

オ 物産の普及及び開発に関すること。 

  カ 観光交流施設及び東平記念館に関すること。 

  キ 森林公園ゆらぎの森に関すること。 

 

（３）地域交通課 

ア 地域公共交通に関すること。  

  イ 渡海船事業に関すること。 

 

（４）農林水産課 

  ア 農業、林業、漁業の振興に関すること。 

  イ 米の生産調整に関すること。 

  ウ 市有林の経営計画及び管理に関すること。 

  エ 有害鳥獣駆除及び鳥獣飼養許可に関すること。 

  オ 市民の森に関すること。 

  カ 別子木材センターに関すること。 

  キ 共同及び区画漁業権の調整に関すること。 

  ク 漁港の計画、設計、施工、監督及び管理に関すること。 

  ケ 自然農園に関すること。 

  コ 農業委員会の委員の選任に関すること。 

  

経  済  部 
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（５）農地整備課 

  ア 土地改良事業の計画及び推進に関すること。 

  イ 土地改良事業の設計、監督及び技術指導に関すること。 

  ウ 土地改良事業の受託工事の施行に関すること。 

  エ 農業水利に関すること。 

  オ 農業用樋門の管理に関すること。 

  カ 土地改良区の設立、合併及び解散に関すること。 

キ 法定外公共物の管理に関すること（他の所管に属するものを除く。）。 

 

（６）別子山支所 

ア 庁舎及び庁舎敷地の維持管理 

  イ 市税、国民健康保険料、使用料、手数料その他の収入金の収納事務 

  ウ 戸籍の届書の受付並びに住民基本台帳及び印鑑に関する諸届の受理 

  エ 住民票の写し、戸籍に関する証明、印鑑証明等諸証明の発行 

  オ 水道に関する事項 

  カ 地域振興に関する事項 

  キ 市道、林道及び交通安全施設の維持補修 

  ケ 別子山地域バスの運行に関する事項 

コ 甌穴遊歩道の維持管理 
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２ 職員の配置状況  ５４人（令和４年４月１日現在） 

副課長

（２人）

副課長

（２人）

副課長

（２人）

副所長

（２人）

農地整備課長 土地改良係 3 人

法定外公共物係 2 人

人

別子山支所長 市民係 1 人

地域振興係

部

長

総

括

次

長

渡海船係 9 人

（総括次長兼務）
農政係 2 人

農林水産課長

漁政係 2 人

林政係 6

企業立地係 2 人

地域交通課長 副課長 地域交通係 1 人

観光物産課長 副課長 観光物産係 4 人

労政係 3 人

産業振興課長 参事 商工係 1 人

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 5 - 

 

３ 令和３年度に実施した主な事業 

 

（１）企業立地促進対策費 

産業振興と雇用の促進を図り、地域経済の発展に資することを目的に、本市に新設、移転

等を行った企業に対し企業立地促進奨励金等の奨励措置を講じる。このことにより、高付加

価値型、先端技術型への移行を促進するなど、本市産業の活性化と多様化及び雇用の拡大に

寄与した。 

＜事業費＞ ６１８，１７２，４７０円 

（愛媛県地域産業活性化協議会負担金 49,470円を含む。） 

 

奨励金一覧           （単位：千円） 

種別 件数 補助金額 

企業立地促進奨励金 １６ １９５，７３６ 

市内企業活用奨励金  ９ ２８，７２７ 

成長分野促進奨励金  ３  ３５，７２６ 

雇用促進奨励金  ６ ９，２５０ 

用地取得奨励金  ６ ３７，２１６ 

繰越分  ４ ３１１，４６８ 

合  計 ４４ ６１８，１２３ 

 

（２）中小企業金融対策費 

   市内中小企業の育成振興を図るため、金融機関等に対する預託による融資制度を設けてお

り、中小企業振興資金特別融資（長期）においては、運転資金・設備資金を、中小企業振興資

金特別融資（季節）及び中小企業緊急経営資金融資においては、運転資金を低利で融資し、

経営の安定等を図り、中小企業設備近代化資金融資においては、合理化と設備の近代化、ベ

ンチャー企業の育成を図った。 

   これらの各融資制度により、中小企業の資金需要に応えると共に、中小企業の経営の安定、

活力ある成長発展に寄与した。 

＜事業費＞ ５１０，２９６，３０８円 

 

（３）デマンドタクシー運行事業費 

   高齢者や障がい者などの交通弱者のための市内公共交通体系を確保するため、デマンド型

乗り合いタクシーの運行を実施した。対象地域は、バス交通空白地域である川東地区と上部

地区（別子山地区を除く）とし、月～金曜日まで１日８便、土曜日は１日１～５便を運行し

た。令和３年度の利用人数は１６，５０４人、運行台数は９，３８７台であった。 

参考：登録者数2,587世帯、3,874人（R4.3末現在） 

＜市事業費＞ ２０，２３８，３６６円  

（新居浜市地域公共交通活性化協議会負担金） 

 

（４）森林環境保全整備費 

   健全で活力ある森林を育てるとともに、国土の保全、水源かん養、地球温暖化防止など、

森林の持つ公益的機能を発揮するために、間伐などの森林整備の推進を図った。 

（森林整備面積 28.94ha、作業路開設 1,401ｍ） 

   ＜市事業費＞ ２，９９２，０００円 
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（５）市単独土地改良事業 

県単独土地改良事業において採択されない事業及び受益面積５ha未満の農地を対象とし、

農道及びかんがい排水施設等の農業用施設の基盤整備を進めることにより、営農労力の節減、

農業経営の合理化、効率的な用水利用が図られた。さらに公益的側面として、生活道路とし

ての交通の利便性向上、雨水排除による自然災害の防止効果等、効果が得られた。 

＜事業費＞ ６９，５７６，６６５円 

（内訳）補 助 金：68,622,800円 

           諸資材費：  869,055円 

消耗品費：    84,810円 

 

 整備箇所数 30箇所（水路改修等：17箇所、揚水機改修：3箇所、その他（農道等）10箇所） 

 

（６）別子山地域バス運行費 

   別子山地区と市街地とを結ぶ公共交通機関である別子山地域バスの定期運行を実施した。

令和３年度は１日３往復、６便運行し、主に別子山地域の高齢者や学生、市内から別子中学

校へ通う生徒達の通学・通院・買い物などに利用されており、延べ利用者数は４，３９８人

であった。 

＜事業費＞ ２１，０３２，８９７円 

 

４ 使用料、手数料等の調定収入状況 

                                                                             

（単位：円） 

区  分 調 定 額 収入済額 収入未済額 

喜光地イベント広場使用料 43,630 43,630 0 

ゆらぎの森敷地使用料 0 0 0 

渡海船輸送収入 14,876,410 14,876,410          0 

漁港施設占用料 56,120 56,120          0 

自動販売機設置使用料（漁港施設） 54,000 54,000 0 

管理道路占用料 7,040 7,040 0 

自動販売機設置使用料（市民の森） 69,872 69,872 0 

登録手数料（林務） 10,200 10,200          0 

法定外公共物占用料 291,851 291,851 0 

水道使用料（別子山） 1,266,100 1,266,100 0 

地域バス乗客収入（別子山） 1,456,000 1,456,000 0 
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５ 指摘事項及び回答内容（回答は令和５年２月２７日付け） 

 

（１）時間外勤務について  

時間外勤務等命令書の一部について、時間外勤務システムへの入力誤りによる支給額の過

少払いが生じている。内容を確認の上、改められたい。今後はチェック体制を強化するなど

適正な事務処理をされたい。 

（地域交通課） 

 

＜回答＞ 

   時間外勤務システムへの入力誤りに伴う時間外勤務手当差額分の支給については、令和５

年３月支給の給与にて調整します。今後は、担当者と管理職によるダブルチェックにより強

固なチェック体制を確立し、正確な事務処理を行います。 

 

（２）共有部分における電気使用量負担金について  

   マイントピア別子との共有部分における電気使用量の負担金について、請求書に記載され

た電気使用量の計上に誤りがあり、負担金に過払いが生じている。内容を確認の上、改めら

れたい。請求書を受理する際には、誤りがないか十分にチェックするなど適正な事務処理を

されたい。 

（観光物産課） 

 

＜回答＞ 

   負担金の算出については、マイントピア別子からＦＡＸにより電気使用量の報告を受け算

出を行っていますが、今回、報告書類の印字が粗く判読ミスが生じたことから差異が生じた

ものです。指摘のありました過払い金については再度算出し、差額分の戻入処理を行います。

今後、同様の誤りが発生しないよう、提出方法をＦＡＸによるものから印刷物を直接手渡し

により受領する方法に改め、適正な事務処理を行います。 

 

（３）経済部が所管する第三セクターの健全経営について  

 経済部所管の第三セクター「株式会社マイントピア別子」、「有限会社別子木材センター」

は、地域産業の振興、地域雇用の拡大など地域活性化の重要な役割を担ってきた。しかし、

コロナ禍など急激な経済情勢の悪化で赤字経営を余儀なくされ、直近２年間で純資産が大幅

に減少する一方、長期借入金は増加している。総務省指針の「経営健全化方針の策定を必要

とする第三セクター」には該当しないものの、今後の経営次第では本市財政に影響を及ぼす

ことも懸念される。 

市は出資者として出資額の範囲において責任を負うものではあるが、その設立に関与した

経緯や経営悪化による影響等を踏まえ、両社の健全経営及び自立化に向けた取組について関

係者等と連携し支援されたい。 

（観光物産課、農林水産課） 

 

＜回答＞ 

  株式会社マイントピア別子の健全経営及び自立化に向けた取組に関しては、マイントピア

別子を中心とする端出場地区全体の観光入込客数と滞在時間の増加が大きな効果に繋がるも

のであり、同時に本市の観光振興にも寄与するものと考えています。 

このことから、令和４年度は看板商品造成事業やキッズパークリニューアル事業といった

地域の魅力を高める事業を実施し、官民が連携した取組を行っています。今後、ＳＮＳ及び
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紙面を通じた端出場地区の魅力発信や、屋外トイレの洋式化のほか、温泉保養施設の寝ころ

び湯の改修など、利用客が快適に地域内を周遊できるような事業を実施し、同社の経営健全

及び自立化を側面から支援する取組を行います。 

（観光物産課） 

 

有限会社別子木材センターの健全経営化については、新規顧客獲得、既存顧客からの受注

増が必要不可欠なことから、重要顧客に対する営業活動に際して、必要に応じて市関係者が

木材センターの営業活動に随行するなど側面支援を行います。 

（農林水産課） 

 

（４）近代化産業遺産の活用について 

   東平地区に関しては、東洋のマチュピチュというキャッチフレーズのもと観光資源として

の活用を図っている。一方、平野部においては、旧端出場水力発電所や住友山田社宅など産

業遺産の保存整備が進められている。これらに加えて、マイントピア別子、別子銅山記念館、

旧山根製錬所煙突、旧別子鉱山鉄道跡、日暮別邸記念館、広瀬歴史記念館などの各遺構や施

設を個別の存在としてではなく、トータルのストーリー要素を加味した形に組み立てること

により、有効な観光資源としての活用が期待される。既にモニターツアーや関連団体との連

携などに着手されているが、マイントピア別子事業回復の起爆剤としての観点も含め、速や

かな観光資源化を検討されたい。      

 （観光物産課） 

 

＜回答＞ 

  本市の産業遺産の活用については、これまでも、魅力あるツアーの商品化に向け、観光ガ

イドの養成、ＪＲ四国や観光物産協会などの関連団体と連携したモニターツアーを開催して

まいりました。 

   令和４年度には「蘇る別子銅山産業遺産体感ツアー造成事業」により看板商品の造成を行

い、産業遺産の更なる磨き上げに取り組んでいます。今後、アフターコロナを見据え、３月

に一般公開予定の旧端出場水力発電所や、リニューアルが予定されております住友林業所有

のフォレスターハウスなどをモデルコースとしてパンフレットやＳＮＳで発信するといった、

各施設と連携した観光資源の活用を行います。            

 

（５）総合的な地域公共交通計画の策定について  

   「新居浜市地域公共交通網形成計画（平成３０年策定）」は、コンパクトなまちづくりを先

導する公共交通として、基幹公共交通軸や支線軸（鉄道・バス交通）へデマンド交通でアク

セスするネットワーク形成を目指している。今般、現計画で想定していない川西地区デマン

ド交通の実証実験を開始するが、この実証結果等を踏まえ、交通環境やニーズの変化に対応

した「地域公共交通計画」を策定し新たな方向性を示す必要がある。 

新計画では、バス、タクシー等の既存サービスに加え、自家用有償運送、福祉輸送、民間

事業者による送迎・物流サービス等、多様な輸送資源を最大限活用することが求められてお

り、持続可能な運送サービスが提供できるよう交通事業者等と協議のうえ総合的かつ計画的

な取組を推進されたい。 

（地域交通課） 

 

＜回答＞ 

  令和４年度に実施している「公共交通機関等デジタル化推進事業」について、川西地区の
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デマンドタクシーの実証実験のほか、市民のニーズ調査を実施し、本市の交通に関する課題

等を整理しています。それらの結果を踏まえ、令和５年度以降、持続可能な移動手段を盛り

込んだ「地域公共交通計画」の策定に取り組む予定としています。 

計画策定に当たっては、新たな技術、様々な輸送資源の活用を検討するなど、市民の利便

性を図りつつ持続可能な交通体系の構築に向け、交通事業者、関係機関等と協議を進めます。 

 

（６）大島渡海船整備等委託料について 

 当該船舶整備委託料に関しては、至近数年間、右肩上がりの増加となっている。その４年

間の年毎の増加率平均は１３％にもなっている。年々の点検整備内容や老朽化に伴う設備更

新などの特殊事情があるのかもしれないが、今後、当該事業に与える影響を考えると何らか

の対応策が必要である。船種など制約事項はあると思われるが、より経済的な整備委託先の

調査を行い、経費削減に向けて、経営戦略見直しの一助となるよう取り組まれたい。 

（地域交通課） 

 

＜回答＞ 

  船舶整備委託料に関しては、近年の人件費及び原材料費の高騰の影響を受けているほか、

特殊な設備及び技術が必要なことから、一者随意契約による船舶整備を行っています。 

今後、同業務を受注可能な他の業者が参入する見込みとなっており、令和５年度以降につ

いては、入札を施行する予定としています。引き続き、競争原理による経費の縮減及び事前

の業者との入念な協議により、工期の短縮、効率的な整備に取り組みます。 

 

（７）シルバー人材センターへの運営補助金について  

 高齢化社会を迎え、高齢者が元気で活力ある生活を送れるように、公益社団法人新居浜市

シルバー人材センターでは、支援を行い、大きな貢献を果たしてきている。しかしながら、

人口減少・少子化などがより大きな社会問題化し、更に多額の資金を必要とする種々の懸案

事項がある中、市の財政状況を考えると、あらゆる分野・領域に厳しい目を向けざるを得な

い状況がある。一方、当該法人の至近の収支決算状況や財務状況では、内部留保が積み立て

られている。経営努力の賜物と思われるが、今般の諸情勢からは、歳入の一定額を占めてい

る運営補助金についても改めてその妥当性について考える必要がある。既にある程度の削減

が検討されているとのことであるが、現在の各種事業の自立性を高める可能性あるいは有効

な新規高採算事業の有無なども勘案し、運営補助金額の適切なレベルについてより深掘りし

た検討をされたい。 

（産業振興課） 

 

＜回答＞ 

  シルバー人材センターに対しては、これまで国の基準に基づき運営補助を行ってきました

が、令和５年度当初予算編成に当たり財務状況を精査したところ、相当額の内部保留の積立

てを確認したことから、運営補助金は令和５年度から削減することとしました。 

今後においては、ご指摘の点も踏まえ、高齢者の就業機会の確保、生きがいと社会参加の

促進に補助金をより有効に活用できるよう、シルバー人材センターの活動状況や財務状況に

応じた適切な支援を行います。 

 

 

（８）補助金に係る消費税の取扱いについて 

 補助金は特定収入であり、消費税法上は不課税取引に当たるため、補助事業者が消費税を
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含む補助金の交付を受けた場合、その消費税は仮受消費税の対象にはならない。したがって、

当該補助事業者が補助事業で支出した消費税を含めて仕入税額控除を受けた場合、重複分に

ついては市に返還が必要となる。現在、産業振興課所管の各補助金交付要綱等においては、

消費税及び地方消費税相当額を補助対象外とする旨記載があるものとないものが混在してい

るため、今後、補助対象経費に係る消費税については、補助金の返還の要否が確実に確認で

きるような条文の追加等を含め、取扱いの統一を検討されたい。 

（産業振興課） 

 

＜回答＞ 

  ご指摘のように、消費税相当額も補助対象経費とした場合には、確定申告後の補助金返還

の手続等、制度が複雑化するおそれがあることから、事業者の煩雑な事務手続の回避と補助

金支出の適正化を図るため、事業者向けの補助金については、消費税相当額を補助対象外と

するように取扱いを統一します。 
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総  務  部 

 

１ 総務部の主な事務事業 

 

（１）総務課 

ア 告示及び公告に関すること。 

イ 公印の管守に関すること。 

ウ 文書の管理並びに収受、配布及び発送に関すること。 

エ 議案の作成及び配布に関すること。 

オ 条例、規則等の審査及び制定に関すること。 

カ 訴訟、不服申立て及び直接請求の処理に関すること。 

キ 情報公開の総合調整に関すること。 

ク 個人情報保護の総合調整に関すること。 

ケ 事務管理及び改善に関すること。 

  コ 公平委員会の庶務に関すること。 

 

（２）人事課 

ア 職員の任免、分限及び賞罰に関すること。 

イ 職員の人事及び給与に関すること。 

ウ 職員の共済組合等に関すること。 

エ 職員の福利厚生に関すること。 

オ 委員会等の委員等の任免に関すること（市議会の同意を要するものに限る。）。 

カ 職員団体に関すること。 

キ 職員の定数及び定員の管理に関すること。 

ク 公務災害、労働安全及び衛生管理に関すること。 

ケ 職員研修の企画立案及び実施に関すること。 

コ 職員の健康推進に関すること。 

サ 行政組織に関すること。 

 

（３）契約課 

ア 入札（見積）参加業者の登録に関すること。 

イ 工事請負契約等に関すること。 

ウ 業務委託契約等に関すること。 

エ 物品の購入及び修理等の契約に関すること。 

オ 不用物品の処分に関すること。 

カ 工事の技術管理、施工管理及び検査に関すること。 

 

（４）管財課 

ア 市有財産の総括管理及び総合調整に関すること。 

イ 市有財産（用地を除く。）の取得及び登記に関すること。 

ウ 借地に関すること。 

エ 普通財産の管理、貸付け及び処分に関すること（他の所管に属するものを除く。）。 

オ 財産整理に関すること。 
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カ 庁舎及び庁舎敷地の管理に関すること。 

キ 庁内の案内に関すること。 

ク 庁内の警備及び宿日直に関すること。 

ケ 庁用自動車の管理に関すること。 

 

（５）市民税課 

ア 市（個人及び法人）、県民税（個人）の賦課に関すること。 

イ 軽自動車税の賦課に関すること。 

ウ 市たばこ税及び入湯税の賦課等に関すること。 

エ 市民税の諸証明に関すること。 

オ 固定資産評価審査委員会の庶務に関すること。 

 

（６）資産税課 

ア 固定資産税及び都市計画税の賦課に関すること。 

イ 特別土地保有税の賦課に関すること。 

ウ 国有資産等所在市町村交付金に関すること。 

エ 課税台帳等の閲覧及び縦覧並びに固定資産税の諸証明に関すること。 

 

（７）収税課 

ア 市税の徴収に関すること。 

イ 納税貯蓄組合に関すること。 

ウ 口座振替に関すること。 

エ 市税の還付及び充当に関すること。 

オ 市税の徴収嘱託及び受託に関すること。 

カ 納税証明に関すること。 

  キ 債権の適正管理に係る企画及び調査研究に関すること。 

  ク 債権の管理及び回収に係る総合調整並びに総括に関すること。 

  ケ 未収債権の回収及び整理に係る支援並びに助言に関すること。 

 

（８）市史編さん室 

ア 市史編さんに関すること。 
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２ 職員の配置状況  ９７人（令和４年４月１日現在） 注 育児休業等含む。 

 

（次長兼務）

副課長

（２人）

（総括次長兼務）

主幹 副課長

（２人） （２人）

（上記以外に派遣・休職等６人）

副課長

（３人）

班長

副課長

（２人）

（次長（税務長）兼務）

副課長

（２人）

（次長兼務） 副課長

税務長 （２人）

副課長

（２人）

総務課長 法制係 3 人

総務係 1 人

人事課長 人事係 2 人

給与係 3 人

研修厚生係 1 人

契約課長 契約係 1 人

庁舎車両係 2 人

部

長

総

括

次

長

次

長

（

３

人

）

工事検査班 1 人

管財課長 財産係 2 人

市民税課長 市民税係 9 人

諸税係 3 人

資産税課長 土地係 9 人

家屋係 6 人

償却資産係 3 人

収税課長 納税管理係 5 人

収税係 10 人

債権管理係 2 人

（次長兼務）
市史編さん係 1 人

市史編さん室長
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３ 職員定数と実人員の状況（令和４年４月１日現在） 

（単位：人） 

部 局 の 別 定 数 実 数 過不足 
会計年度 

任用職員 

議会の事務部局 １０ ９ △１ ０ 

市長の事務部局 ６３８ ６１９ △１９ ３３３ 

消防長の事務部局 １６４ １４４ △２０ ２ 

教育委員会の事務部局 ８６ ７３ △１３ ５９０ 

選挙管理委員会の事務部局 ４ ３ △１ ０ 

監査委員の事務部局 ３ ３ ０ １ 

農業委員会の事務部局 ７ ６ △１ ２ 

上下水道局 ６８ ６１ △７ ４ 

派遣職員 ６ ２ △４ ０ 

計 ９８６ ９２０ △６６ ９３２ 

 

 

４ 職員の任用及び退職の状況（令和３年度） 

                                                                   （単位：人） 

任 用 

退  職 

定 年 早 期 自己都合 死 亡 その他 計 

４０ ２９ ４ ６ ０ ０ ３９ 

注 再任用、国との人事交流職員（割愛）、学校指導主幹の異動等は含まない。 

 

 

５ 工事請負契約の状況（令和３年度） 

 

契約方法 件数（件） 金額（千円） 
平均落札率

（％） 

一般競争入札 ０ ０ － 

事後審査型一般競争入札 ５６ ２，４２３，４５９ ９３．１５ 

指名競争入札 ２０１ １，４８９，６７１ ９３．８５ 

随意契約 ３８ ２，９５６，５３３ ９５．８７ 

計 ２９５ ６，８６９，６６３ ９３．９７ 

    注 上下水道局及び港務局分を含む。 

 

 

 



- 15 - 

 

６ 物品購入契約の状況（令和３年度） 

 

件数（件） 金額（円） 

２，９０５ ４２３，９１８，９８２ 

注 単価契約は含まない。 

 

 

７ 市税の徴収状況 

（１）税目別徴収状況（令和３年度）  

                                       （単位:円） 

税 目 調 定 額 収入済額 不納欠損額 
還 付 

未済額 
収入未済額 

徴収率

（％） 

市 民 税 7,868,858,369 7,808,402,609 6,795,121 59,889 53,720,528 99.23 

固定資産税 9,365,178,802 9,220,349,567 39,043,679 0 105,785,556 98.45 

国有資産等 

所在市交付金 
11,386,300 11,386,300 0 0 0 100 

軽自動車税 447,669,622 428,733,861 2,156,949 0 16,778,812 95.77 

市たばこ税 837,880,061 837,880,061 0 0 0 100 

都市計画税 1,214,915,854 1,196,502,520 4,941,588 0 13,471,746 98.48 

入 湯 税 520,950 520,950 0 0 0 100 

計 19,746,409,958 19,503,775,868 52,937,337 59,889 189,756,642 98.77 

 

（２）徴収率等の推移（平成２９年度～令和３年度）  

                                    （単位:千円） 

年  度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

現年度 
調定額 19,176,229 18,741,004 19,570,385 19,405,996 19,411,972 

割合（％） 97.73 97.86 98.17 98.33 98.31 

滞繰分 
調定額 446,043 410,386 364,813 330,307 334,438 

割合（％） 2.27 2.14 1.83 1.67 1.69 

全体徴収率 97.70 97.86 98.15 97.95 98.77 

 

（３）差押え件数の推移（平成２９年度～令和３年度）  

年 度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

差押え件数（件） ９２７ ７８１ ８７９ ７１３ ６４４ 

 

▼徴収率向上の具体策として次の事項を強化・推進した。 

① 換価価値の高い資産の差押え 

② 未納の市税等債務の承認書の提出 

③ 差押え不動産の対面式公売及び軽自動車のインターネット公売 

④ 法人課税のうち、特徴・法人市民税税割・償却資産の徴収の強化 
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８ 令和３年度に実施した主な事業 

 

（１）債権管理対策費 

新居浜市債権管理条例をはじめ、関係法令等の規定及び令和３年度債権管理計画に基づき、

債権所管課と連携を図りながら債権の適正な管理と効果・効率的な回収に努めた。 

   非強制徴収公債権及び私債権の所管課と共同して司法手続による債権回収（「共同処理」

という。）に取り組むとともに、回収不能となっている私債権の債権放棄を行い、滞納債権

の整理を進めた。 

   共同処理（令和２年１１月及び令和３年２月開始分）では、９件約１２５万円の滞納整理

を実施し、令和３年度末までに約１１６万円を回収した。また、令和３年度末には、３債権

１２７人約１５２万円の債権を放棄した。これらの結果、合計約２６８万円の滞納債権につ

いて整理を行った。 

＜事業費＞ ７８，３７８円 

 

 

９ 指摘事項及び回答内容（回答は令和５年３月２０日付け） 

 

（１）指定管理者制度の改善について  

   指定管理者制度の運用に関して、令和４年以降に指摘した「事業者利益を加味した適正指

定管理料の積算と明確な区分経理による余剰金の適正処理」と「指定管理料と使用料徴収業

務委託料の一元化」の改善に向けて、担当課において準備を進められている。 

特に、令和５年度は新居浜市総合福祉センターをはじめ２８施設の指定管理者の募集が予

定されており、募集要項等の作成指針となる「新居浜市指定管理者制度運用の手引」の改訂

を早期に行うとともに、統一的な制度運用が図られるよう取組を進められたい。 

（総務課） 

 

＜回答＞ 

   指定管理料の算定に係る適正な利益の計上方法及び指定管理料と使用料徴収業務委託料の

一元化については、統一的なルールを作成し、担当課において令和５年度に行う指定管理者

の募集前に、「新居浜市指定管理者制度運用の手引」を改訂します。また、明確な区分経理

による余剰金の適正処理についても、指定管理者制度運用の手引を改訂します。 

 

（２）職員研修について  

 現状、職員研修については、八つの基本研修と七つの特別研修及び六つの人権同和教育研

修が行われている。その中に適正な文書事務及び業務処理に関する事項も含まれている。し

かしながら、至近の各部局の定期監査結果をみると、文書事務及び事務処理上の不適切・要

改善事案が多数指摘検出されている。基本的には、それぞれ上司が指導教育すべきではある

が、業務の基本について教育する場があるのであれば、その機会をより有効に活用すべきで

ある。至近数年の検出事項を参考にして、その傾向や共通事項をもとに、入庁後の適度な階

層を対象として、適正な業務処理能力向上に寄与するメニューを設けることを検討されたい。 

（人事課） 

 

＜回答＞ 

  文書事務に関する研修は、基本研修第１部（新規採用職員）、第３部（採用後６年）、第４

部（主任）、第５部（主査）で実施しています。その研修の中で、過去の不適切な事務処理を
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事例として取り上げるなど、より具体的、実践的な研修となるよう内容を見直します。 

また、その他の事務処理上の不適切・要改善事案として指摘された事項についても、基本

研修のなかで取り上げるほか、必要に応じて特別研修や説明会として計画し、適正な事務処

理能力の向上を図ります。 

 

（３）改善提案について  

   目指すべき職員像として３Ｃを定めているが、その実践行動の一つとして、改善提案の活

性化が考えられる。改善内容の高度化も大事であるが、まずはすそ野の拡大を優先し、アイ

デア程度の軽微なものも取り上げることや、その褒賞についても可能な限り提案増に寄与す

るよう制度変更が考えられないか検討されたい。また、これからＩＣＴ関連やＤＸが推進さ

れていく情勢の中、業務処理面でもその関連事項が増えてくると考えられる。また、専門分

野に関わる改善においては、当該分野の専門知識が必要になると考えられる。都度、助言を

受けることでも対応可能であるが、事前審査メンバーを審査案件に応じた編成とすることに

ついても検討されたい。 

（人事課） 

 

＜回答＞ 

  職員提案制度は、その趣旨から「３Ｃ職員」の育成に寄与する制度であると認識していま

す。アイデア程度の軽微なものであっても認められたという小さな成功体験を積み重ねるこ

とは、職員の育成につながるものと考えています。 

令和４年度は、５５件の提案（提案部門４６件、協働部門１件、実施部門８件）があった

ところですが、提案のすそ野の拡大ができるよう、新たな賞を検討するなど、さらに制度の

見直しを継続します。 

また、提案の審査においては、提案の所管となる課所室や専門職を事前審査メンバーに加

えるなど、運用の改善についても検討します。 

 

（４）将来の業務人員体制確保に向けての取組について  

   少子化及び労働人口の減少が急速に進展している社会情勢下において、将来に向けて業務

に必要な人員を確保することが難しくなっており、これからの重要課題となってくると思わ

れる。また、技術専門職の採用においては、現状でも厳しい状況にあるが、更に厳しさが増

すと考えられる。これらに対して、これまでの考え方や定型方式にとどまらず、採用対策を

考えていくことが求められる。検討テーマの例として、定期採用から通年採用への移行ある

いは資格職の任期付き採用などがある。また、テレワークを前提とした副業・兼業を視野に

入れるかという論点もある。更に業務の効率化に関しても、人件費削減という財政上の視点

に加えて、いかに少数で行政サービス責任を果たしていくかという命題が主となってくる。

これらは、一朝一夕に対応できるものではなく、相当の時間と調査・検討を要するテーマと

考えられる。既に問題意識を持ち、着手されていると思われるが、周囲の情報収集をはじめ、

より取組レベルを上げていくことを検討されたい。 

（人事課） 

 

＜回答＞ 

  職員採用については、近年応募者数が減少傾向にあり、特に技術専門職の人材確保には苦

慮しているところです。 

このような中、令和４年度は技術専門職を対象とした令和４年１０月１日採用の試験を実

施し、保健師１名、機械技術１名の人材確保に繋がりました。また、任期付職員の採用につ
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いては、地域防災マネージャー１名を令和４年４月１日に採用しました。 

通年採用あるいは任期付き採用は多種多様な人材の応募も見込まれることから、採用試験

の方法も含め検討します。 

また、ご指摘のテレワークを前提とした副業・兼業、業務の効率化、人件費削減等につい

ては、国の人事施策の動向をみながら、ワークライフバランスの推進、行政のデジタル化な

ど、取り組むべき課題の調査・情報収集を進めます。 

 

（５）準公金取扱いの整備について 

   各種事業の円滑な推進のため、担当課所室が関係団体や実行委員会等の事務局を担うこと

に伴い、市職員が公金以外の現金預金を取り扱うことになるが、これら「準公金」について

は、法令による明確な管理方法等が定められていない。担当課所室では、それぞれ準公金取

扱マニュアル等を定め管理を行っているが、関係書類照合や団体監査等のチェック機能等に

おいて統一的な運用が行われておらず、不適切事案のリスクが懸念される。これは、本市で

は「準公金」を統括管理する所管が明確でないことに加え、マニュアル作成の統一基準とな

る準公金取扱要綱等が定められていないことによるものと考えられる。 

リスク管理の面から全国的に取扱要綱等の制定が進んでおり、本市においても、準公金の

管理体制の整備と更なる取扱適正化について早期に検討されたい。 

（人事課） 

 

＜回答＞ 

   ご指摘のように、現在のところ、全庁的にどのような準公金があるかを把握し、この取扱

いについて統括管理する所管は明確ではありません。 

全庁的な事務管理の問題であるので、総務部が所掌すべきと考えられますが、マニュ

アルを制定する場合は、準公金を所管する部署の現状を調査する必要があり、人事課の

所掌範囲を超える可能性があるため、令和５年度上半期に総務部内で所管部所を決定し、

下半期に所管部所において、統一的なマニュアル等の整備について検討します。 
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出  納  室 

 

１ 出納室の主な事務事業 

 

（１）現金、有価証券、物品の出納及び保管に関すること。 

（２）現金及び財産の記録管理に関すること。 

（３）支出命令の審査及び支出負担行為の確認に関すること。 

（４）決算の調製に関すること。 

（５）出納員及び会計職員に関すること。 

（６）小切手の振出しに関すること。 

（７）資金計画に関すること。 

（８）指定金融機関等に関すること。 

 

２ 職員の配置状況 ７人（令和４年４月１日現在） 
       

審査係 ２人 

室長 
   副室長 

（２人） 

   

         
会計係 ２人         

 

 

３ 令和３年度に実施した主な事業 

 

（１）備品の適正管理 

適正な備品管理の徹底及びチェック体制の整備とけん制機能の強化を図るため、備品台帳

と現物との照合と保管状況の確認をするため現地調査を実施した。 

会計管理者による現地検査と指導、また検査後に担当課の対応状況を確認することで、チ

ェック体制の強化及び適正な台帳整備と物品管理の徹底が図られた。 

  （実施課所）国保課、介護福祉課、都市計画課 

 

（２）適正な公金収納管理の推進 

   公金の適正な管理を推進するため、現金収納担当課の収納状況について、出納員によるセ

ルフチェックを実施した。それにより、担当者及び出納員の収納事務の意識統一を図るとと

もに、最新の事務取扱状況及びマニュアルにより、適正に事務を行っていることが確認でき

た。 

   また、現金取扱事務のある課所のうち、港湾管理課、上部支所、図書館において現地調査

を行い、公金の取扱事務の重要性の指導を行った。 

 

 

４ 指摘事項及び回答内容（回答は令和５年３月２０日付け） 

 

（１）準公金取扱いの整備について 

   各種事業の円滑な推進のため、担当課所室が関係団体や実行委員会等の事務局を担うこと

に伴い、市職員が公金以外の現金預金を取り扱うことになるが、これら「準公金」について
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は、法令による明確な管理方法等は定められていない。担当課所室では、それぞれ準公金取

扱マニュアル等を定め管理を行っているが、関係書類照合や団体監査等のチェック機能等に

おいて統一的な運用が行われておらず、不適切事案のリスクが懸念される。これは、本市で

は「準公金」を統括管理する所管が明確でないことに加え、マニュアル作成の統一基準とな

る準公金取扱要綱等が定められていないことによるものと考えられる。 

   リスク管理の面から全国的に取扱要綱等の制定が進んでおり、本市においても、準公金の

管理体制の整備と更なる取扱適正化について早期に検討されたい。 

 

＜回答＞ 

  令和５年度に人事課において準公金の取扱いやルール作りを所掌する部所を決定するとの

ことである。公金に準じた取扱いになるよう、「新居浜市会計規則」及び「公金の取扱いに関

する事務」を参照し、マニュアル作成の庁内統一の基準になる準公金取扱要綱等の制定に、

統括管理所管部所と取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


